
各国の家族関係社会支出の対GDP比の比較（2003年）  
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 （資料）OECD：SociaLExpenditureDatabase2007（日本のGDPについては内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算（長期時系列）」による。  
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仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産・子育ての実現を  

支える給付・サービスの社会的なコストの推計  

児童■家族関連社会支出額（19年度推計）  

約4兆3，300億円  
（対GDP比0．83％ 欧州諸国では2～3％）  

推計追加所要額1．5～2．4兆円  
（Ⅰ約1兆800億円～2兆円 Ⅱ2，600億円 Ⅲ1，800億円）  

関連社会支出額（19年度推計）約1兆3，100億円   ＋＞ 追加的に必要となる社会的コスト ＋1兆800億円～2兆円  

○未就学児のいる就業希望の親を育児休業制度と保育制度で切れ目なく支援（特に3歳未満の時期）  

・第1子出産前後の継続就業率の上昇（現在38％→55％）に対応した育児休業取得の増加  

・0～3歳児の母の就業率の上昇（現在31％→56％）に対応した保育サービスの充実（3歳未満児のカバー率20％→38％、   
年間5日の病児■病後児保育利用）  

・スウェーデン並みに女性の就業率（80％）、保育（3歳未満児）のカバー率（44％）が上昇、育児休業や保育の給付水準   
を充実した場合も推計  

○学齢期の子を持つ就業希望の親を放課後児童クラブで支援   

■放課後児童クラブの利用率の上昇（現在小1～3年生の19．0％→60％）  

Ⅱ すべての子どもの健やかな育成を支える対個人給付■サービス  

関連社会支出植（19年度推計）約2兆5，700億円   ＋＞ 追加的に必要となる社会的コスト ＋2，600億円  

○働いているいないにかかわらず一定の一時預かりサービスの利用を支援  

・未就学児について月20時間（保育所利用家庭には月10時間）の一時預かり利用に対して助成   

Ⅲ すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  

関連社会支出額（19年度推計）約4，500億円  ＋＞  追加的に必要となる社会的コスト ＋1，800億円  

○地域の子育て基盤となる取組の面的な推進  

・望ましい受診回数（14回）を確保するた吟の妊婦健診の支援の充実・全市町村で生後4か月までの全戸訪問が実施  

・全小学校区に面的に地域子育て支援拠点が整備・全小学校区で放課後子ども教室が実施 

、、ノ  
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※「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、取組が進んだ場合に達成される水準として設定され   
る10年後の数値目標と整合をとって試算している。  

※これは、現行の給付・サービス単価（利用者負担分を含まない）をベースにした試算であり、質の向上、事業   
実施主体の運営モデル・採算ベース、保育所や幼稚画の保育料等利用者負担などの関係者の車用負担の   
あり方等については勘案していない。  

※児童虐待対応、社会的養護や障害児へのサービスなど、特別な支援を必要とする子どもたちに対するサー   
ビスの費用の変化に関しては、この推計には含まれていない。  

※これは、毎年ランニングコストとして恒常的に必要となる額を推計したものであるが、 
ためには、この恒常的な費用のほかに、別途施設整備や人材育成等に関してのコストを要する。  

※現在の児童数、出生数をベースにした推計であり、この費用は児童数、出生数の増減により変化する。なお、   
3歳未満児数でみると、平成18年中位推計では現在と比べて10年後で8割弱、20年後で約3分の2の規模に   
減少するが、国民の結婚や出産に関する希望を反映した試算では10年後で95％、20年後でも93％の規模   
を稚持する。  

※児童手当については、別途機械的に試算。  
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育児期間中の保険料免除について  

◎ 公的年金制度における次世代育成支援措置としては、現在、被用者年金加入者（国民年金第2号被保険者）   

に対する育児期間中の保険料免除等の措置のみが存在。  

≪現行制度の仕組み・趣旨≫  

○ 子が3歳に到達するまでの育児休業等の期間について、厚生年金保険料が免除される。  

○ 育児休業等を終了した被保険者が、3歳未満の子を養育している場合には、育児休業等の終了日の翌日   

の属する月以後の3ケ月間の報酬月額の平均が次回の定時決定までの標準報酬月額とされる。  

0 3歳未満の子を養育する期間中の各月の標準報酬月額が、子の養育を開始した月の前月の標準幸艮酬月   

額（従前標準報酬月額）を下回る場合には、年金額の計算に際し、標準報酬月額が低下した期間について   

は、従前標準報酬月額がその期間の標準報酬月額とみなされる。  

○ このような仕組みは、次代を担う子どもを産み、育てやすい社会的な環境作りに資するという次世代育成   

支援の観点から設けられているものであるが、それと同時に、被保険者が就労を継続し、労働の担い手とな  

ることを厚生年金グループ全体として積極的に評価するという側面があり、  このため保険料免除  間に係る  

給付の財源は、グループ内で拠出された保険料によってすべて賄われており、税財源は投入されていない。  
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育児期間中の保険料免除の対象となる人数  

○現行制度における厚生年金保険の育児休業にかかる保険料免除者数：  

159人（平成18年度末）  

（内訳：男子305人、女子11万854人）  

○育児支援措置を拡充し、出産・育児を行う全ての被保険者に対して、国民   
年金保険料を免除することとした場合の対象者数：  

218万人  109万人（H19出生数）×・2（両親）＝   

※国民年金第1～3号被保険者数のうちわけを推計すると、0歳児がいる夫婦世   
帯でみた第1～3号被保険者の割合が、男女それぞれ、22％、78％、0％と、   
21％、18％、61％（H18国民生活基礎調査より年金局で作成）なので、  

うち第1号被保険者109万人 ×（0．22＋0．21）＝47万人程度  

第2号被保険者109万人 ×（0．78＋0．18）＝ポ野方人程度  

第3号被保険者109万人 ×（0．00＋0．61）＝」準万人撞度  
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の負担軽減の  した場合   育児期間中の保険料を定額免除  

①＋③  主 双方免除  本人・事業   

本人に事業主分も合わせて免除 ②＋③  
本人のみ免除  ③   



除した場合の負担軽減の姿  育児期間中の保険料を定額免   
（3号被保険者も免除対象とした場合）  

本人・事業主双方免除  

本人に事業主分も合わせて免除 ②＋③  
本人のみ免除  ③  
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